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１１．．トトララフフググのの資資源源管管理理ににつついいてて

２２．．来来年年度度以以降降のの検検討討にに向向けけてて

• 新新たたなな資資源源管管理理ににつついいてて

• 各各地地へへのの説説明明及及びび漁漁業業実実態態のの聞聞きき取取りりのの実実施施状状況況

• 来来年年度度にに向向けけたた課課題題ににつついいてて
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トラフグ（日本海・東シナ海・瀬戸内海系群）
の資源管理について

令令和和３３年年1111月月
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産卵場

産卵期：３月下旬に九州南部から始まり、水温の上昇と
ともに北上し、瀬戸内海での産卵期は４～５月。若狭湾
や七尾湾は４～６月。

○トラフグ日本海、東シナ海、瀬戸内海系群

日本海や九州の発生群は日本海、東シナ海及び
黄海へ移動。瀬戸内海の発生群は豊後水道以南、
紀伊水道以南、日本海、東シナ海及び黄海へ回
遊

主要な産卵場

七尾湾

若狭湾

備讃瀬戸
布刈瀬戸

関門海
峡周辺

有明海

八代海

福岡湾

八郎潟周辺

• 本本系系群群ののトトララフフググはは夏夏季季にに東東シシナナ海海・・黄黄海海でで索索餌餌回回遊遊をを行行いい、、秋秋かからら春春にに
かかけけてて九九州州西西・・北北岸岸～～瀬瀬戸戸内内海海～～若若狭狭湾湾ななどどへへ産産卵卵回回遊遊すするる。。

• 内内湾湾域域でで生生ままれれたた魚魚がが成成長長にに伴伴っってて外外湾湾域域のの生生育育場場へへとと移移動動すするる過過程程でで複複
数数のの産産卵卵場場由由来来のの魚魚がが入入りり混混じじりり、、系系群群がが維維持持さされれてていいるるとと考考ええらられれるる。。
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• 年年ををピピーーククにに、、全全体体のの資資源源尾尾数数はは減減少少傾傾向向。。
• 年年のの００歳歳魚魚のの資資源源尾尾数数はは約約 万万尾尾（（ 年年のの約約４４分分のの１１））。。
• 今今年年のの資資源源評評価価ににおおけけるる再再計計算算のの結結果果、、親親魚魚（（３３歳歳及及びび４４歳歳以以上上））もも減減少少
傾傾向向（（３３歳歳：： 年年のの約約２２分分のの１１、、４４歳歳以以上上：： 年年のの約約３３分分のの２２））。。

• 今今後後資資源源のの減減少少ががささららにに加加速速すするるおおそそれれががああるる危危機機的的なな状状況況
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（データは2021年度トラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）

• トトララフフググのの資資源源量量、、漁漁獲獲量量はは、、ととももにに過過去去最最低低値値。。（（資資源源量量 トトンン、、漁漁獲獲
量量 トトンン））

＜＜管管理理目目標標※※＞＞

年年漁漁期期をを目目途途にに資資源源量量をを トトンン（（ 年年資資源源評評価価ににおおけけるる ～～
ままででのの平平均均資資源源量量））程程度度ままでで回回復復。。

44

※2017年度トラフグ資源管理検討会議にて了承。

00

220000

440000

660000

880000

11,,000000

11,,220000

11,,440000

22000022 22000077 22001122 22001177

数数
量量
（（
トト
ンン
））

漁漁期期年年

資資源源量量

漁漁獲獲量量

回回復復目目標標

（データは2021年度トラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）

22002200



－ 34 －

• 年年以以降降はは、、関関係係府府県県ににおおいいてて、、国国のの補補助助事事業業もも活活用用しし、、九九州州・・瀬瀬戸戸内内
海海海海域域トトララフフググ栽栽培培漁漁業業広広域域ププラランンにに基基づづきき、、放放流流尾尾数数 万万尾尾をを目目標標にに
資資源源管管理理とと連連携携ししたた集集中中的的なな放放流流をを実実施施。。

・人工種苗放流尾数と放流魚の 歳魚加入尾数

（データは2021年度トラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）

種苗放流のみでの資源回復は難しいことから、漁漁獲獲のの抑抑制制がが不不可可欠欠
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22002200

年以降の放流尾数の減少は、
適地・適正サイズによる有効放
流の取組みの拡大によるもので
ある。

資源量を増増ややすす要素

・・加加入入
生まれた魚のうち、初めて漁獲
の対象になるまで生き残った数

・・成成長長
成長によって増す重量

資源量を減減ららすす要素

・・漁漁獲獲
漁獲による死亡

・・自自然然死死亡亡
漁獲以外の要因による死亡

成長と自然死亡は環境要因に左右されることから、人為的にコントロールできる要
素は「加加入入」」と「「漁漁獲獲」」に絞られる。

資源量が増減する要素は主に つ（加入、成長、漁獲、自然死亡）

→資源が減少するのは、
加入と成長で増加する量を漁獲と自然死亡の量が上回るため

●●資資源源量量はは資資源源量量をを増増ややすす要要素素とと資資源源量量をを減減ららすす要要素素ののどどちちららがが大大ききいいかかでで、、
増増ええるるかか減減るるかかがが決決ままるる。。

66
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• 年年漁漁期期のの （（目目標標値値））はは トトンン、、 （（上上限限値値））はは トト
ンンででああっったた。。

評評価価対対象象年年
管管理理基基準準 値値

資資源源量量 漁漁獲獲量量

（（当当初初・・再再評評価価）） （（トトンン）） （（トトンン）） （（トトンン）） （（トトンン））

年年漁漁期期（（ 年年再再評評価価））

年年漁漁期期（（ 年年再再評評価価））

→→ 年年漁漁期期はは、、 （（目目標標値値））のの約約 倍倍漁漁獲獲ししてていいるる

99
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（データは2021年度トラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）

未未成成魚魚のの獲獲りり残残しし

＜獲り残しの意味＞

• 将来、親となる魚を増やすこ
とが可能。

• 価値の高いものとして将来漁
獲することが可能。

＜期待される効果＞

・獲り控えた魚が産卵に参加す
る数年後から効果が出始める。

・同じ水揚げ数量でも漁獲尾数
が低下する。

成成魚魚のの獲獲りり残残しし

＜獲り残しの意味＞

• 今いる親魚による産卵を増加
させ、現在の加入の低さを速
やかに補うことが可能。

＜期待される効果＞

・魚がすでに成熟しているため、
すぐ産卵に参加することができ、
効果が早く現れることが期待さ
れる。

• 漁漁獲獲のの対対象象ででああるる魚魚をを獲獲りり残残すすここととにによよっってて期期待待さされれるる効効果果はは、、未未成成魚魚とと
成成魚魚そそれれぞぞれれにに異異ななっってていいるる。。

未成魚と成魚それぞれの獲り控えによる効果を考慮し、
幅幅広広いい年年齢齢でで獲獲りり残残ししにに取取りり組組むむ必必要要ががああるる。。
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•
•
•

1111

• 年年以以降降、、目目標標値値及及びび上上限限値値以以上上のの漁漁獲獲がが続続いいてておおりり、、過過剰剰にに漁漁獲獲圧圧がが
かかかかっってていいるる状状況況。。

1100（漁獲量のデータは2021年度、各年のABCtarget及びABClimitはそれぞれ翌年度のトラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）
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•
•
•

1155

⚫ ＴＡＣ魚種拡大に向けたスケジュールに基づき、資源管理手法検討部会ので意見を述べる参
考人の選定等を進める。（令和４年９月末までを想定）

⚫ 部会長は、資源管理手法検討部会の開催までに、選定された参考人による意見書面の提出
や然るべき者からの意見表明の提出を関係各所に依頼。（令和４年 月～ 月を想定）

資資源源評評価価結結果果のの公公表表（（令令和和４４年年 月月～～ 月月））

資源管理手法検討部会の開催

資源管理方針に関する検討会（ステークホルダー会合）

【イメージ（トラフグ）】

参考人の推薦・選定（令和４年９月末まで）

・参考人による意見書面の提出
・然るべき者からの意見表明の提出

・必要に応じ、複数回開催

・必要に応じ、複数回開催

14
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【主な御意見】
• 今までの資源管理への取組についても評価して欲しい。
• ＴＡＣありきではなく、漁業者の意見や経営状況も見て考えて欲しい。漁業者

が漁業を続けられる施策を考えて欲しい。
• 以前獲れていた漁場にトラフグがいない。環境変化などで漁場が移動している

のか知りたい。
• トラフグの価格が下がった時や収入減少に対する支援策を考えて欲しい。
• トラフグの養殖と天然の取扱量について調べて欲しい。
• 協議会で禁漁、針の制限、体調制限などに取り組んでいる。更なる負担（管理

強化）は困難。水産庁には漁業者の取り組みを後押しする政策をお願いしたい。
• 以前から ㎝未満のフグの再放流に取り組んでいる。他の地区でも自主放流と

いう形で ～ ㎝の放流に取り組んでいるが、トラフグの再放流サイズを決め
ていない。他の県でも再放流サイズを引き上げるように水産庁から働きかけて
欲しい。

• コロナの影響について、需要の減少や魚価の下落で、早く切り上げたり、他の
漁業に切り替えたりした漁業者もいる。

• 規制をするにしても枠が厳し過ぎてはいけない。補助をしてくれればありがた
い。

• 規制するにしても、経営が苦しくならないようにして欲しい。

など

• 令令和和３３年年度度ににおおいいてて、、以以下下のの都都道道府府県県でで新新たたなな資資源源管管理理にに関関すするる説説明明、、
漁漁業業実実態態のの聞聞きき取取りり及及びび意意見見交交換換をを実実施施。。
令令和和３３年年７７月月：：福福岡岡県県
令令和和３３年年 月月：：長長崎崎県県、、山山口口県県
令令和和３３年年 月月：：大大分分県県、、愛愛媛媛県県

• 本本会会議議以以降降もも引引きき続続きき実実施施予予定定。。

1166

【主な御意見】
• 若い漁師が船を下りる例が増えている。これ以上水揚げが減ると、さらに船を

下りる漁師が増えてくる。資源が回復したときに若い漁師がどれだけ残ってい
るかが不安。その中で話し合いながら、自分たちでできる努力はしてきた。こ
れ以上どうしたらよいのか。

• の設定に向けて、新たな資源評価結果が出てからというが、現実として厳
しい数字が出てくる。漁獲シナリオの調整ができると言うが、やりくりできな
い量が出てくることは予想される。何とかなるといった楽観論だけではなく、
厳しい現実があることも説明して欲しい。

• 減船等できるか、状況によっては考えなければならないが、魚種・業種の転換
をするときに転換先の魚種・業種に限界があったり、漁場がなかったりで逃げ
道がない場合もある。厳しい漁獲量制限をやっている間にマーケットが置き換
わり、資源回復後、売れないという状況となることも考えられるので、マー
ケットも見ながら考える必要がある点は、要件として考えておいて欲しい。

など
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•
•
•

1199

1188

⚫なぜ 管理拡大を議論するのか

現在、トラフグは過剰漁獲の状態にあることから、今後、資源管理
の取り組みの強化が必要。今後、実施を検討する 管理は、目指す
べき目標を科学的根拠に基づき明確に定めるため、効率的に資源回復
を図ることができる。

⚫ 管理の目的について

管理導入の目的は、適切な水準に資源を回復させることにより、
中長期的に漁獲量を増やすこと。仮に 管理を行う場合、トラフグ
は資源が減少しているため、一時的に厳しい が設定されるが、資
源の回復に伴い漁獲枠も増えていくこととなる。
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漁漁業業者者 行行政政 研研究究

・体長制限の設定・引上げ
→〇㎝未満は再放流
→X㎝未満は▲トンまで
・数量管理に関する議論へ
の参加、資源評価への理
解及び協力

など

・各地を訪問し、所要の
説明及び漁業実態につ
いての聞き取り等

・検討会、作業部会への
参加者の充実

・新たな資源管理に係る
関係者への理解の醸成

など

・現在の環境下での目
指すべき目標の設定

・漁業者の感覚との乖
離を埋める調査

・MSYベースの資源評
価に係る関係者への理
解の醸成

など

【【資資源源管管理理体体制制のの現現状状】】

• 詳細な漁獲情報を始め、必要な情報が関係者全体に共有されていない。
• 資源評価結果・調査結果に対する関係者の理解の醸成が進んでいない。
• 地域によっては、当事者の参加を促す体制づくりが遅れている。

【検討すべき課題】

共共通通

・MSYベースの資源評価に基づく資源回復目標の設定及びその後の数量管理の準備
・現行の取組の更なる高度化

・漁獲情報収集の充実（混獲による漁獲、相対取引） など 21

トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の
更なる資源管理の推進への課題

【【資資源源のの概概況況】】

• トトララフフググのの資資源源量量とと再再生生産産成成功功率率はは、、資資源源評評価価がが始始ままっってて以以来来のの最最低低値値。。過過剰剰
漁漁獲獲のの状状態態。。

• いいずずれれもも2005年年以以降降低低下下傾傾向向がが現現在在ままでで続続いいてていいるる。。
• 瀬瀬戸戸内内海海のの産産卵卵場場ににおおけけるる産産卵卵率率がが非非常常にに低低いい状状態態ににああるる。。

【【資資源源管管理理措措置置のの現現状状】】

• 各地で資源管理の取組が実施されているものの、資源回復の効果が得られる
状況にはなっていない。

• 特に瀬戸内海では、地区ごとに管理の取り組みの深掘りを進めてきたものの、
近隣県との足並みが揃っていない。

【【資資源源評評価価・・調調査査のの現現状状】】

• 資源評価結果が当初評価、再評価、再々評価で大きく変動する。
• 産卵場由来の把握、産卵回帰の実態に明らかでない部分が残されている。
• 漁業者（特に外海）の感覚と、資源評価結果が乖離している。

20
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はえ縄、小底、
釣り

はえ縄、小底、
小定置、釣り

はえ縄、小底

はえ縄

はえ縄、小底、定
置、釣り、船曳網

袋待網、小底、
小定置

小底、小定
置、釣り

はえ縄、小底、
定置

小底、小定
置、はえ縄

袋待網、小
底、定置

定置、釣り、中まき

釣り

はえ縄、小
底、釣り

はえ縄、定置
網、釣り

はえ縄、小底、
小定置、釣り

はえ縄

小底、沖底、定置、
釣り、はえ縄

はえ縄、小底

定置、刺し網、
釣り、はえ縄

底縄、刺し網、
釣り、定置

定置、はえ縄

2233

（参考資料）

22
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単位(トン)

• 日本海側では、はえ縄や一本釣りが主な漁法。1歳以上が漁獲の中心。
• 瀬戸内海側では、小底、袋待網等、網漁具が多い。
全体の漁獲量は少ないが、漁獲物に占める割合が最も高いのは0歳魚。

2244

山口 有明海**
（日本海） （０歳漁）

ー
ー
ー
ー

山口 兵庫
（瀬戸内海） （瀬戸内海）

＊1 ＊11 ＊2 ＊1 ＊3 ＊0 ＊0 ＊163
＊概数値
＊＊福岡県、長崎県、佐賀県、熊本県の漁獲量の合算。

山形

岡山 香川 徳島 和歌山 合計

鹿児島島根 佐賀福岡 長崎 熊本

漁期年 宮崎 大分 愛媛 広島

鳥取漁期年 秋田 石川 福井 京都

（データは2021年度トラフグ日本海･東シナ海･瀬戸内海系群の資源評価書より引用）
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22
55

1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1
0 月

1
1 月

1
2 月

府
県
別

2
0
1
6

漁
業
種

類
別

2
0
1
6

府
県
別

2
0
1
7

漁
業
種

類
別

2
0
1
7

府
県
別

2
0
1
8

漁
業
種

類
別

2
0
1
8

府
県
別

2
0
1
9

漁
業
種

類
別

2
0
1
9

府
県
別

2
0
2
0

漁
業
種

類
別

2
0
2
0

現現
行行
のの
取取
組組
内内
容容

取取
組組
内内
容容
のの
実実
施施
状状
況況

現現
取取
組組
のの
問問
題題
点点

現現
取取
組組
にに
つつ
いい
てて

今今
後後
のの
改改
善善
点点

今今
後後
のの
取取
組組

九
日
東

秋
田
県

定
置
網

日
本
海
（
秋
田
県
沿

岸
）

2
.8

2
.5

3
.8

5
.4

2
.2
5
0
0
g
以
下
の
小
型
魚
再
放
流
（
一
部
地
区
の

漁
業
者
の
自
主
規
制
）

小
型
魚
の
再
放
流
を
実
施
（
一
部
地
区
）

資
源
管
理
は
一
部
地
区
の
漁
業
者

の
自
主
規
制
に
と
ど
ま
る

取
組
の
波
及

九
日
東

秋
田
県

釣
り
・
は
え
縄

日
本
海
（
秋
田
県
沿

岸
）

1
.8

2
.2

0
.9

0
.7

1
.0
8
0
0
g
以
下
の
小
型
魚
の
再
放
流
、
採
捕
期
間

の
設
定
（
一
部
地
区
の
漁
業
者
の
自
主
規
制
）

小
型
魚
の
再
放
流
を
実
施
、
操
業
は
1
0
月
開

始
予
定
（
一
部
地
区
）

資
源
管
理
は
一
部
地
区
の
漁
業
者

の
自
主
規
制
に
と
ど
ま
る

取
組
の
波
及

九
日
東

秋
田
県

そ
の
他
（
さ
し

網
・
底
び
き
等
）

日
本
海
（
秋
田
県
沿

岸
）

0
.5

0
.3

0
.4

0
.3

0
.1
な
し

な
し

な
し

な
し

九
日
東

山
形
県

小
型
定
置
網

日
本
海
（
山
形
県
沿

岸
）

0
.1

0
.3

0
.4

0
.5

0
.1
小
型
魚
の
再
放
流
（
自
主
規
制
）

同
左

な
し

九
日
東

山
形
県

は
え
縄

日
本
海
（
山
形
県
沿

岸
）

1
.8

1
.8

2
.2

1
.7

1
.4

漁
業
者
組
織
に
よ
る
操
業
期
間
の
自
主
設
定

種
苗
放
流

小
型
魚
（
7
0
0
ℊ以
下
）
の
再
放
流

同
左

漁
業
者
組
織
に
加
入
し
て
い
な
い
漁

業
者
も
含
め
た
規
制
の
設
定
を
求
め

る
意
見
が
あ
る
。

九
日
東

山
形
県

そ
の
他

日
本
海
（
山
形
県
沿

岸
）

0
.3

0
.2

0
.2

0
.2

0
.1
な
し

な
し

な
し

な
し

九
日
東

石
川
県

定
置
網

日
本
海
（
石
川
県
沿

岸
）

2
.9

2
.7

2
.4

3
.1

1
.4
主
漁
期
（
3
月
下
旬
、
4
月
）
に
網
数
×
1
0
日
間

以
上
の
網
揚
げ
休
漁
（
県
内
一
部
)

主
漁
期
（
3
月
下
旬
、
4
月
）
に
網
数
×
1
0
日
間

以
上
の
網
揚
げ
休
漁
（
県
内
一
部
)

な
し

な
し

現
状
の
取
組
を
継
続

九
日
東

石
川
県

は
え
縄

日
本
海
（
石
川
県
沿

岸
）

1
.1

1
.0

0
.7

1
.3

1
.1

西
海
支
所
：
全
長
3
0
c
m
以
下
再
放
流
、
操
業

解
禁
日
（
1
1
月
１
日
）
設
定
、
禁
漁
区
設
定
（
約

3
k
m
2
）
、
種
苗
放
流
1
.9
7
万
尾

な
な
か
支
所
：
種
苗
放
流
1
.6
3
万
尾
、
全
長

2
0
c
m
以
下
再
放
流
、
操
業
解
禁
日
（
1
1
月
1

日
）
設
定
、
漁
具
制
限
（
針
数
8
0
0
本
以
下
/
統
）

同
左

な
し
（
種
苗
放
流
に
対
し
て
は
、
放
流

種
苗
の
確
保
や
経
済
的
・
労
力
的
負

担
の
観
点
か
ら
継
続
性
に
懸
念
あ
り
）

な
な
か
支
所
に
お
い
て
は
、
廃

業
多
数
の
た
め
令
和
3
年
度
以

降
種
苗
放
流
を
見
送
り

西
海
支
所
の
み
現
状
の
取
組
を

継
続
（
種
苗
放
流
尾
数
1
.6
7
万

尾
）

九
日
東

石
川
県

そ
の
他

日
本
海
（
石
川
県
沿

岸
）

1
.6

0
.5

0
.5

0
.3

0
.2
な
し

な
し

な
し

な
し

な
し

九
日
東

福
井
県

は
え
な
わ

若
狭
湾

0
.2

0
.2

0
.1

九
日
東

福
井
県

さ
し
網

若
狭
湾

0
.0

0
.0

0
.0

九
日
東

福
井
県

釣
り

若
狭
湾

0
.0

0
.0

0
.0

九
日
東

福
井
県

定
置
網

若
狭
湾

5
.4

4
.3

4
.9

5
.7

5
.3
各
漁
業
者
の
自
主
的
な
取
組
み
と
し
て
、
全
長

2
0
c
m
未
満
の
小
型
魚
を
再
放
流
。

同
左

な
し

要
請
が
あ
れ
ば
放
流
経
費
を

負
担

各
漁
業
者
の
自
主
的
な
取
組
み

と
し
て
、
全
長
2
0
c
m
未
満
の
小

型
魚
を
再
放
流
。

九
日
東

福
井
県

底
び
き

若
狭
湾

0
.1

0
.0

0
.1

0
.0

0
.0

九
日
東

京
都
府

大
型
定
置
網

京
都
府
海
域

2
.3

2
.4

1
.7

1
.4

1
.2

九
日
東

京
都
府

小
型
定
置
網

京
都
府
海
域

0
.2

0
.5

0
.4

0
.3

0
.2

九
日
東

京
都
府

そ
の
他
の
漁
業

京
都
府
海
域

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.0

九
日
東

鳥
取
県

は
え
縄

鳥
取
県
沖
合

1
.5

1
.3

0
.9

1
.2

1
.8
取
組
な
し

予
定
な
し

九
日
東

鳥
取
県

そ
の
他

鳥
取
県
沖
合

0
.3

0
.3

0
.2

0
.2

0
.1
取
組
な
し

予
定
な
し

九
日
東

島
根
県

沖
底

島
根
県
～
山
口
県

沖
合
海
域

2
.2

3
.1

3
.1

1
.5

1
.8
な
し

予
定
な
し

九
日
東

島
根
県

小
底

日
本
海
（
島
根
県
沿

岸
）

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1
な
し

予
定
な
し

九
日
東

島
根
県

定
置
網

日
本
海
（
島
根
県
沿

岸
）

0
.5

0
.7

0
.6

0
.7

0
.7
な
し

予
定
な
し

九
日
東

島
根
県

釣
り
･は
え
縄

日
本
海
（
島
根
県
沿

岸
）

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0
な
し

予
定
な
し

九
日
東

島
根
県

そ
の
他

日
本
海
（
島
根
県
沿

岸
）

0
.3

0
.2

0
.7

0
.3

0
.4
な
し

予
定
な
し

2
.7

0
.0

5
.3

1
.4

1
.9

2
.6

3
.0

3
.1

4
.1

4
.5

海海
域域

漁漁
期期

2
.2

主主
漁漁
場場

漁漁
業業
種種
類類

1
.6

1
.1

2
.2

2
.3

2
.8

漁漁
獲獲
量量
（（
漁漁
業業
種種
類類
・・
地地
区区
別別
、、
府府
県県
別別
））

単単
位位
；；
トト
ンン

府府
県県

5
.1

4
.9

3
.3

1
.8

2
.6

3
.0

5
.1

6
.4

5
.6

4
.2

3
.6

1
.4

4
.7

5
.7

4
.5

5
.1

6
.0

1
.8

0
.3

2
.4

1
.6

漁
獲
物
の
全
長
組
成
等
の
把
握

水
揚
市
場
で
の
全
長
測
定

1
日
当
た
り
の
水
揚
げ
尾
数
が
少
な

い
。

活
魚
で
は
測
定
作
業
を
嫌
が
ら
れ
る

取取
組組
にに
つつ
いい
てて
のの
記記
載載

（（
令令
和和
２２
年年
度度
））

県
で
実
施
す
る
種
苗
放
流
及
び

放
流
効
果
調
査
等
に
基
づ
く
資

源
管
理
の
検
討

デ
ジ
タ
ル
カ
メ
ラ
等
を
活
用
し
た

測
定
方
法
の
導
入
を
検
討

市
場
関
係
者
、
仲
買
等
に
理
解

を
求
め
な
が
ら
測
定
を
実
施

市
場
調
査
員
の
増

現
状
の
取
組
を
継
続

漁
期

主
漁
期
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22
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1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1
0 月

1
1 月

1
2 月

府
県

別

2
0
1
6

漁
業

種

類
別

2
0
1
6

府
県

別

2
0
1
7

漁
業

種

類
別

2
0
1
7

府
県

別

2
0
1
8

漁
業

種

類
別

2
0
1
8

府
県

別

2
0
1
9

漁
業

種

類
別

2
0
1
9

府
県

別

2
0
2
0

漁
業

種

類
別

2
0
2
0

現現
行行

のの
取取

組組
内内

容容
取取

組組
内内

容容
のの

実実
施施

状状
況況

現現
取取

組組
のの

問問
題題

点点
現現

取取
組組

にに
つつ

いい
てて

今今
後後

のの
改改

善善
点点

今今
後後

のの
取取

組組

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
江

崎

支
店

）
日

本
海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
大

井

湊
支

店
）

日
本

海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
萩

大

島
支

店
）

日
本

海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
奈

古

支
店

）
日

本
海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
越

ヶ
浜

支
店

）
日

本
海

4
2
.4

3
3
.9

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
通

支

店
）

日
本

海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
川

棚

支
店

）
日

本
海

九
日

東
山

口
県

は
え

縄
（
伊

崎

支
店

）
日

本
海

九
日

東
山

口
県

釣
り

日
本

海

九
日

東
山

口
県

小
底

萩
湾

、
仙

崎
湾

0
.0

3
0
.0

4
0
.0

7
0
.0

4
0
.0

2

九
日

東
山

口
県

船
曳

網
萩

湾
、

仙
崎

湾
0
.0

5
0
.0

1
0
.0

3
0
.0

2
0
.0

0

九
日

東
山

口
県

大
型

･小
型

定

置
網

長
門

市
～

萩
市

沿

岸
0
.9

0
.9

0
.7

0
.9

8
1
.1

2
定

置
網

に
入

網
し

た
産

卵
親

魚
の

一
部

を
標

識
放

流

九
日

東
山

口
県

ひ
っ

か
け

釣
り

山
口

県
日

本
海

委
員

会
指

示
に

よ
り

採
捕

禁
止

九
日

東
福

岡
県

は
え

縄
筑

前
海

（
Ｂ

海
域

）
5
0
.4

6
6
.1

3
5
.5

3
5
.5

3
9
.2

9
-
1
2
月

全
長

3
0
c
m

以
下

再
放

流
、

1
-
3
月

3
5
c
m

以
下

再
放

流
、

休
漁

期
間

の
設

定
、

種

苗
放

流

予
定

通
り

実
施

特
に

な
し

九
日

東
福

岡
県

小
底

福
岡

湾
0
.5

0
.0

0
.0

0
.0

0
.1

一
部

支
所

で
1
5
㎝

以
下

再
放

流
予

定
通

り
実

施
特

に
な

し

九
日

東
福

岡
県

ひ
っ

か
け

釣
り

関
門

海
峡

2
.6

3
.3

0
.1

0
.1

2
.3

乗
組

員
規

制
（
３

名
以

内
）
、

メ
ス

再
放

流
、

操

業
開

始
を

4
月

1
日

か
ら

5
月

1
6
日

ま
で

に
設

定
。

雌
の

市
場

買
い

取
り

放
流

を
実

施
雌

買
取

単
価

が
不

適
当

、
再

放
流

の

作
業

が
一

部
に

集
中

単
価

の
見

直
し

、
市

場
か

ら
引

き
取

り
再

放
流

を
行

う
担

当
者

に
手

当

買
取

予
算

を
漁

業
者

自
身

の
水

揚
げ

か
ら

プ
ー

ル
し

て
捻

出
す

る

仕
組

み
の

確
立

九
日

東
福

岡
県

小
底

関
門

海
峡

0
.0

4
.5

4
.5

雌
個

体
再

放
流

予
定

通
り

実
施

特
に

な
し

九
日

東
福

岡
県

刺
し

網
北

九
州

市
沖

0
.8

1
.0

1
.0

操
業

期
間

の
見

直
し

(4
月

1
日

～
4
月

3
0
日

)
予

定
通

り
実

施
特

に
な

し

九
日

東
福

岡
県

釣
り

有
明

海
1
.2

1
.6

1
.2

1
.2

0
.1

操
業

期
間

の
設

定
（
8
～

9
月

の
操

業
自

粛
）

種
苗

放
流

予
定

通
り

実
施

自
粛

期
間

中
に

近
隣

県
か

ら
県

内
市

場
に

出
荷

が
あ

り
、

品
薄

で
単

価
が

高
く
、

県
内

漁
業

者
か

ら
不

満

関
係

県
と

の
協

調
関

係
県

と
の

協
調

の
推

進

九
日

東
佐

賀
県

は
え

縄
日

本
海

･東
シ

ナ
海

3
.7

1
.6

2
.8

2
.8

1
.1

休
漁

期
間

の
設

定
、

全
長

制
限

：
3
0
c
m

以
下

再
放

流
（
広

域
漁

業
調

整
委

員
会

指
示

）
、

種

苗
放

流
(4

万
尾

)

予
定

通
り

実
施

特
に

な
し

現
状

の
取

組
を

継
続

九
日

東
佐

賀
県

定
置

網
等

日
本

海
0
.1

0
.2

0
.0

0
.0

0
.2

小
型

魚
(3

0
c
m

以
下

)再
放

流
の

協
力

呼
び

か

け
予

定
通

り
実

施
特

に
な

し
現

状
の

取
組

を
継

続

九
日

東
佐

賀
県

あ
ん

こ
う

網
有

明
海

0
0

0
0

0
継

続
し

て
漁

獲
実

態
調

査
及

び
再

放
流

(全
個

体
)

予
定

通
り

実
施

特
に

な
し

現
状

の
取

組
を

継
続

九
日

東
佐

賀
県

釣
り

有
明

海
0

0
0

0
0

調
査

の
結

果
漁

獲
な

し
の

た
め

、
取

組
な

し
調

査
の

結
果

漁
獲

な
し

の
た

め
、

取
組

な
し

調
査

の
結

果
漁

獲
な

し
の

た
め

、
取

組
な

し

九
日

東
長

崎
県

は
え

縄
日

本
海

･東
シ

ナ
海

7
.4

6
.8

6
.2

4
.6

4
.3

休
漁

期
間

の
設

定
、

全
長

制
限

：
3
0
c
m

以
下

採
捕

禁
止

（
広

域
漁

業
調

整
委

員
会

指
示

）
、

種
苗

放
流

現
行

の
取

り
組

み
を

継
続

採
捕

禁
止

サ
イ

ズ
の

更
な

る

ア
ッ

プ
検

討

（
例

：
3
0
c
m

→
3
5
㎝

）

※
関

係
県

が
同

じ
取

り
組

み
を

行
う

こ
と

が
前

提

九
日

東
長

崎
県

釣
り

有
明

海
5
.2

9
.5

1
2
.7

9
.6

4
.5

な
し

休
漁

日
設

定
等

の
検

討

九
日

東
長

崎
県

は
え

縄
有

明
海

0
.7

0
.3

0
.1

0
.0

0
.0

な
し

休
漁

日
設

定
等

の
検

討

九
日

東
長

崎
県

小
底

有
明

海
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

操
業

期
間

設
定

（
5
月

1
日

～
8
月

1
5
日

、
1
1
月

1

日
～

2
月

末
）
、

漁
具

制
限

（
ビ

ー
ム

長
1
2
m

以

下
。

同
時

使
用

漁
具

数
１

統
。

袋
網

目
合

（
1
5
c
m

に
つ

き
1
6
節

以
下

）
）

休
漁

日
設

定
等

の
検

討

九
日

東
熊

本
県

釣
り

有
明

海
4
.1

6
.8

8
.1

5
.1

5
.7

九
日

東
熊

本
県

釣
り

八
代

海
1
.6

1
.2

1
.5

1
.2

1
.1

0
.8

k
g
以

下
の

小
型

魚
の

再
放

流
、

種
苗

放
流

(3
3
,0

0
0
尾

、
A

L
C

・
鰭

抜
去

処
理

)
予

定
通

り
実

施
特

に
な

し
現

在
の

取
組

の
周

知
徹

底
現

在
の

取
組

を
継

続

1
3
.3

1
6
.6

1
9
.0

1
4
.2

8
.8

5
.7

8
.0

9
.6

6
.3

6
.8

5
4
.6

7
1
.8

4
2
.3

4
2
.3

4
2
.1

3
.8

1
.8

2
.8

2
.8

1
.3

4
2
.1

2
7
.2

2
6
.1

○
広

域
漁

業
調

整
委

員
会

指
示

　
・
休

漁
期

間
の

設
定

  
・
2
0
1
7
漁

期
か

ら
全

長
3
0
㎝

以
下

再
放

流
の

取
組

を
開

始

○
種

苗
放

流

　
平

成
2
6
年

度
か

ら
、

放
流

適
地

評
価

ラ
ン

ク

A
、

B
と

な
っ

て
い

る
河

口
、

干
潟

域
へ

の
集

中

放
流

を
継

続
実

施

○
 産

卵
親

魚
保

護

　
延

縄
協

議
会

が
日

本
海

側
の

定
置

網
で

漁

獲
さ

れ
た

産
卵

親
魚

（
メ

ス
）
を

買
取

り
標

識
放

流 小
型

魚
(全

長
3
0
c
m

以
下

)再
放

流
の

協
力

要

請

採
捕

禁
止

4
3
.4

3
4
.9

5
4
.9

5
4
.1

4
3
.1

取取
組組

にに
つつ

いい
てて

のの
記記

載載

（（
令令

和和
２２

年年
度度

））

海海
域域

府府
県県

漁漁
業業

種種
類類

主主
漁漁

場場

漁漁
期期

漁漁
獲獲

量量
（（
漁漁

業業
種種

類類
・・
地地

区区
別別

、、
府府

県県
別別

））

単単
位位

；；
トト

ンン
漁

期
主

漁
期
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22
77

1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1
0 月

1
1 月

1
2 月

府
県
別

2
0
1
6

漁
業
種

類
別

2
0
1
6

府
県
別

2
0
1
7

漁
業
種

類
別

2
0
1
7

府
県
別

2
0
1
8

漁
業
種

類
別

2
0
1
8

府
県
別

2
0
1
9

漁
業
種

類
別

2
0
1
9

府
県
別

2
0
2
0

漁
業
種

類
別

2
0
2
0

現現
行行
のの
取取
組組
内内
容容

取取
組組
内内
容容
のの
実実
施施
状状
況況

現現
取取
組組
のの
問問
題題
点点

現現
取取
組組
にに
つつ
いい
てて

今今
後後
のの
改改
善善
点点

今今
後後
のの
取取
組組

瀬
大
阪
府

小
底

大
阪
湾
東
部

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1
週
休
２
日
制
の
実
施

底
び
き
網
漁
業
者
が
独
自
に
設
定
し
た
週
休

に
よ
り
休
漁
を
実
施

特
に
な
し

現
状
混
獲
で
の
漁
獲
で
、
漁
獲

量
も
わ
ず
か
の
た
め
、
現
状
以

上
の
取
組
み
の
検
討
は
難
し

い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
兵
庫
県

は
え
縄

播
磨
灘

0
.9

1
.1

1
.0

0
.6

1
.7
休
漁
日
設
定

漁
業
者
間
で
設
定
し
た
週
休
等
に
よ
り
休
漁
を

実
施
し
て
い
る
。

特
に
な
し

冬
季
の
来
遊
に
合
わ
せ
大
型

の
個
体
を
漁
獲
し
て
い
る
が
、

漁
獲
量
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
漁

期
も
短
い
。
現
状
以
上
の
取
組

の
検
討
は
難
し
い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
兵
庫
県

は
え
縄

大
阪
湾
北
西
部

0
.0

0
.1

0
.0

0
.0

0
.2
休
漁
日
設
定

漁
業
者
間
で
設
定
し
た
週
休
等
に
よ
り
休
漁
を

実
施
し
て
い
る
。

特
に
な
し

冬
季
の
来
遊
に
合
わ
せ
大
型

の
個
体
を
漁
獲
し
て
い
る
が
、

漁
獲
量
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
漁

期
も
短
い
。
現
状
以
上
の
取
組

の
検
討
は
難
し
い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
兵
庫
県

小
底

大
阪
湾
北
西
部

0
.1

0
.1

0
.1

0
.3

0
.2
休
漁
日
設
定

漁
業
者
間
で
設
定
し
た
週
休
等
に
よ
り
休
漁
を

実
施
し
て
い
る
。

特
に
な
し

当
該
魚
種
を
選
択
的
に
漁
獲
し

て
お
ら
ず
、
そ
の
漁
獲
量
も
わ

ず
か
で
あ
り
、
現
状
以
上
の
取

組
の
検
討
は
難
し
い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
兵
庫
県

は
え
縄

紀
伊
水
道
北
部

0
.7

0
.7

0
.5

0
.7

0
.8
休
漁
日
設
定

漁
業
者
間
で
設
定
し
た
週
休
等
に
よ
り
休
漁
を

実
施
し
て
い
る
。

特
に
な
し

冬
季
の
来
遊
に
合
わ
せ
大
型

の
個
体
を
漁
獲
し
て
い
る
が
、

漁
獲
量
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
漁

期
も
短
い
。
現
状
以
上
の
取
組

の
検
討
は
難
し
い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
兵
庫
県

小
底

紀
伊
水
道
北
部

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1
休
漁
日
設
定

漁
業
者
間
で
設
定
し
た
週
休
等
に
よ
り
休
漁
を

実
施
し
て
い
る
。

特
に
な
し

当
該
魚
種
を
選
択
的
に
漁
獲
し

て
お
ら
ず
、
そ
の
漁
獲
量
も
わ

ず
か
で
あ
り
、
現
状
以
上
の
取

組
の
検
討
は
難
し
い
。

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
和
歌
山
県

底
び
き

紀
伊
水
道

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0
な
し
（
現
在
混
獲
に
よ
る
漁
獲
の
み
）

な
し
（
現
在
混
獲
に
よ
る
漁
獲
の
み
）

特
に
な
し

瀬
和
歌
山
県

は
え
縄

紀
伊
水
道
外
域

0
.0

0
.0

0
.1

0
.0

0
.0

○
日
高
ふ
ぐ
は
え
縄
組
合
の
取
組

解
禁
日
設
定
（
瀬
戸
内
海
は
9
月
初
旬
、
太
平

洋
は
1
0
月
中
旬
）
、
毎
週
月
曜
休
漁
、
5
0
0
g
以

下
放
流

左
記
の
取
組
を
継
続

特
に
な
し

特
に
な
し

現
在
の
取
組
を
継
続

瀬
岡
山
県

底
び
き
網

備
讃
瀬
戸

1
.4

0
.7

0
.8

0
.6

0
.3
全
長
1
0
㎝
以
下
再
放
流
(全
県
）

再
放
流
は
、
各
漁
業
者
の
自
主
的
な
取
組

な
し

な
し

現
状
の
取
組
を
継
続

瀬
岡
山
県

袋
待
網

備
讃
瀬
戸

0
.9

1
.8

1
.4

1
.5

1
.1

全
長
1
0
㎝
以
下
再
放
流
(全
県
）

ふ
化
仔
魚
放
流
の
実
施

・
朝
の
満
ち
潮
を
休
漁

再
放
流
は
、
各
漁
業
者
の
自
主
的
な
取
組

ふ
化
仔
魚
1
5
1
万
尾
放
流
（
一
部
A
L
C
標
識
あ

り
）

な
し

ふ
化
率
が
低
い

な
し

成
熟
親
魚
の
選
別
、
ふ
化
率
向

上

現
状
の
取
組
を
継
続

瀬
岡
山
県

定
置
網

備
讃
瀬
戸

瀬
岡
山
県

そ
の
他
（
釣
り
、

刺
網
）

備
讃
瀬
戸

瀬
広
島
県

小
型
定
置
網

福
山
市
田
島
沖

0
.4

0
.5

0
.0

1
0
.1

1

瀬
広
島
県

小
型
定
置
網

福
山
市
田
尻
沖

0
.1

0
.1

0
.0

5
0
.0

3

瀬
広
島
県

小
型
定
置
網

福
山
市
走
島
沖

不
明

不
明

不
明

不
明

瀬
広
島
県

小
型
底
び
き
網

広
島
県
海
域

不
明

不
明

不
明

不
明

瀬
広
島
県

は
え
縄

広
島
県
海
域

（
主
漁
場
は
県
西
部

海
域
)

不
明

不
明

不
明

不
明

全
長
1
0
㎝
以
下
採
捕
自
粛
、
漁
船
規
制
（
5
ト
ン

以
上
は
許
可
漁
業
、
浮
き
は
え
縄
禁
止
）

協
議
中

再
放
流
は
、
各
漁
業
者
の
自
主
的
な
取
組

な
し

な
し

現
状
の
取
組
を
継
続

全
長
1
2
㎝
以
下
再
放
流

2
.3

2
.5

2
.2

2
.1

1
.4

全
長
1
0
㎝
以
下
再
放
流
(全
県
）

1
.7

2
.1

1
.7

1
.7

3
.0

0
.0

0
.0

0
.1

0
.0

0
.0

取取
組組
にに
つつ
いい
てて
のの
記記
載載

（（
令令
和和
２２
年年
度度
））

海海
域域

府府
県県

漁漁
業業
種種
類類

主主
漁漁
場場

漁漁
期期

漁漁
獲獲
量量
（（
漁漁
業業
種種
類類
・・
地地
区区
別別
、、
府府
県県
別別
））

単単
位位
；；
トト
ンン

漁
期

主
漁
期
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22
88

1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1
0 月

1
1 月

1
2 月

府
県
別

2
0
1
6

漁
業
種

類
別

2
0
1
6

府
県
別

2
0
1
7

漁
業
種

類
別

2
0
1
7

府
県
別

2
0
1
8

漁
業
種

類
別

2
0
1
8

府
県
別

2
0
1
9

漁
業
種

類
別

2
0
1
9

府
県
別

2
0
2
0

漁
業
種

類
別

2
0
2
0

現現
行行
のの
取取
組組
内内
容容

取取
組組
内内
容容
のの
実実
施施
状状
況況

現現
取取
組組
のの
問問
題題
点点

現現
取取
組組
にに
つつ
いい
てて

今今
後後
のの
改改
善善
点点

今今
後後
のの
取取
組組

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
徳
山

支
店
）

周
防
灘
～
伊
予
灘

1
2
.0

1
1
.7

7
.7

6
.3

3
.2

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
床
波

支
店
）

周
防
灘

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
平
生

支
店
）

伊
予
灘
～
広
島
湾

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
室
津

支
店
）

伊
予
灘
～
広
島
湾

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
上
関

支
店
）

伊
予
灘
～
広
島
湾

瀬
山
口
県

は
え
縄
（
岩
国

市
、
周
防
大
島

町
）

伊
予
灘
～
広
島
湾

瀬
山
口
県

小
底
（
埴
生
支

店
）

周
防
灘

0
.1

0
.1

0
.0

0
.0

0
.0

瀬
山
口
県

小
底
（
宇
部
地

区
各
支
店
）

周
防
灘

瀬
山
口
県

小
型
定
置
網

周
防
灘

瀬
山
口
県

小
型
定
置
網

山
陽
小
野
田
市
、

厚
狭
川
河
口
付
近

0
.0

4
0
.0

3
0
.0

2
0
.0

2
0
.0

2

瀬
山
口
県

そ
の
他
（
釣
り
、

一
般
遊
漁
）

厚
狭
川
河
口
付
近

瀬
山
口
県

ひ
っ
か
け
釣
り

山
口
県
瀬
戸
内
海

委
員
会
指
示
に
よ
り
採
捕
禁
止

瀬
徳
島
県

は
え
縄

紀
伊
水
道

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

0
.1

（
紀
伊
水
道
延
縄
連
合
会
）
紀
伊
水
道
海
域
で

の
禁
漁
期
間
設
定
（
５
/
１
５
～
８
/
３
１
）
、
5
0
0
ｇ

以
下
再
放
流

現
行
の
取
組
内
容
の
と
お
り
実
施
中

な
し

な
し

現
行
の
取
組
の
継
続

瀬
香
川
県

袋
待
網
（
込
網
）
備
讃
瀬
戸

8
.2

5
.8

3
.6

2
.0

2
.7

・
水
産
研
究
所
の
資
源
調
査
に
協
力

・
朝
の
満
ち
潮
を
休
漁
（
4
/
2
0
～
6
/
2
0
）
（
高
松

地
区
）

・
1
㎏
未
満
再
放
流
(高
松
地
区
)

取
り
組
み
を
継
続

特
に
な
し

特
に
な
し

現
状
の
取
り
組
み
を
継
続

瀬
香
川
県

袋
待
網
（
込
網
）
備
讃
瀬
戸
、
播
磨

1
.2

0
.7

1
.2

0
.6

0
.6
・
水
産
研
究
所
の
資
源
調
査
に
協
力

取
り
組
み
を
継
続

特
に
な
し

特
に
な
し

現
状
の
取
り
組
み
を
継
続

瀬
香
川
県

小
型
底
び
き
網

香
川
県
海
域

不
明

・
全
５
地
区
で
、
全
長
1
5
ｃ
ｍ
以
下
再
放
流

取
り
組
み
を
継
続

特
に
な
し

特
に
な
し

現
状
の
取
り
組
み
を
継
続

瀬
香
川
県

定
置
網

香
川
県
海
域

不
明

・
定
置
網
の
組
織
が
な
く
、
協
議
が
困
難
。

取
り
組
み
を
継
続

特
に
な
し

特
に
な
し

現
状
の
取
り
組
み
を
継
続

瀬
愛
媛
県

小
底

燧
灘

0
.3

0
.4

0
.2

0
.3

0
.3
全
長
1
5
c
m
以
下
再
放
流
（
2
0
ｃ
ｍ
（
小
部
漁

協
）
）

現
行
の
取
組
の
継
続
と
再
徹
底

特
に
な
し

瀬
愛
媛
県

小
底

伊
予
灘

0
.6

0
.8

0
.7

0
.5

0
.2

瀬
愛
媛
県

小
型
定
置
網

西
条
地
先

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

瀬
愛
媛
県

小
型
定
置
網

布
刈
瀬
戸

0
.5

0
.5

0
.3

0
.1

0
.1

瀬
愛
媛
県

は
え
縄

伊
予
灘

0
.6

1
.1

1
.0

0
.7

0
.7

瀬
愛
媛
県

は
え
縄

伊
予
灘
、
宇
和
海

2
.0

1
.7

1
.7

1
.0

1
.4
全
長
1
5
c
m
以
下
再
放
流
、
4
/
1
～
6
/
3
0
自
主

禁
漁
（
三
崎
漁
協
）

現
行
の
取
組
の
継
続
と
再
徹
底

特
に
な
し

瀬
愛
媛
県

は
え
縄
等

宇
和
海

8
.3

8
.6

8
.6

1
0
.7

7
.9
全
長
1
5
c
m
以
下
再
放
流
、
4
/
1
～
6
/
3
0
自
主

禁
漁
（
三
崎
漁
協
）

現
行
の
取
組
の
継
続
と
再
徹
底

特
に
な
し

瀬
福
岡
県

小
底
等

豊
前
海

1
.0

1
.0

0
.8

0
.8

0
.7

0
.7

0
.5

0
.5

0
.4

0
.4
特
に
な
し

小
型
魚
再
放
流
等
の
検
討

本
県
は
既
に
漁
獲
効
率
の
高
い

浮
き
延
え
な
わ
漁
業
や
浮
き
流
し

釣
り
漁
業
を
漁
業
調
整
委
員
会

指
示
で
禁
止
し
て
お
り
、
現
行
の

取
組
の
継
続
と
再
徹
底
を
図
っ

て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

全
長
1
5
c
m
以
下
再
放
流

現
行
の
取
組
の
継
続
と
再
徹
底

特
に
な
し

1
2
.4

1
3
.2

1
2
.5

1
3
.2

1
0
.6

西
条
市
地
先
は
稚
魚
育
成
場

で
あ
り
、
種
苗
放
流
を
行
っ
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
よ
り
生

残
率
の
高
い
放
流
技
術
手
法

の
検
討
を
県
単
事
業
で
研
究
し

て
い
る
。
漁
獲
圧
は
Ｈ
2
0
か
ら
Ｈ

3
0
に
か
け
て
経
営
体
数
が
底

び
き
（
8
3
1
→
5
2
8
）
、
延
え
な

わ
・
釣
（
1
,4
5
5
→
9
4
9
）
と
減
少
し

て
い
る
。

採
捕
禁
止

9
.4

6
.5

4
.8

2
.6

3
.3

1
2
.2

1
1
.8

7
.8

6
.3

3
.2

○
委
員
会
指
示
（
2
0
1
7
年
9
月
～
）

　
全
長
2
0
c
m
以
下
、
周
年
採
捕
禁
止

○
自
主
規
制

禁
漁
期
間
設
定
（
4
月
１
日
～
2
0
日
）
、
禁
漁
日

設
定
（
毎
週
日
曜
）
、
漁
具
規
制
（
針
の
太
さ

（
直
径
）
1
.2
m
m
以
上
）

○
委
員
会
指
示
（
2
0
1
7
年
9
月
～
）

　
全
長
2
0
c
m
以
下
、
周
年
採
捕
禁
止

取取
組組
にに
つつ
いい
てて
のの
記記
載載

（（
令令
和和
２２
年年
度度
））

海海
域域

府府
県県

漁漁
業業
種種
類類

主主
漁漁
場場

漁漁
期期

漁漁
獲獲
量量
（（
漁漁
業業
種種
類類
・・
地地
区区
別別
、、
府府
県県
別別
））

単単
位位
；；
トト
ンン

漁
期

主
漁
期
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22
99

1 月

2 月

3 月

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

1
0 月

1
1 月

1
2 月

府
県
別

2
0
1
6

漁
業
種

類
別

2
0
1
6

府
県
別

2
0
1
7

漁
業
種

類
別

2
0
1
7

府
県
別

2
0
1
8

漁
業
種

類
別

2
0
1
8

府
県
別

2
0
1
9

漁
業
種

類
別

2
0
1
9

府
県
別

2
0
2
0

漁
業
種

類
別

2
0
2
0

現現
行行
のの
取取
組組
内内
容容

取取
組組
内内
容容
のの
実実
施施
状状
況況

現現
取取
組組
のの
問問
題題
点点

現現
取取
組組
にに
つつ
いい
てて

今今
後後
のの
改改
善善
点点

今今
後後
のの
取取
組組

瀬
大
分
県

一
本
釣
り

豊
後
灘

0
.1

0
.1

0
.2

0
.2

0
.1
全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流

県
内
で
取
り
組
ま
れ
て
い
る
。

現
在
の
取
組
の
中
で
問
題
は
出
て
い

な
い
。

取
組
を
実
施
す
る
際
に
問
題
は

起
き
て
い
な
い
た
め
改
善
は
考

え
て
い
な
い
。

現
行
の
取
組
の
周
知
徹
底
を
図

る
。

瀬
大
分
県

は
え
縄

豊
後
灘

2
.8

5
.8

2
.7

1
.2

2
.1

全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流
、
ト
ラ
フ
グ
を
主
目
的

と
す
る
漁
業
を
禁
止
す
る
期
間
の
設
定
（4
月
1

日
～
8
月
1
9
日
）
、
禁
漁
区
域
設
定

瀬
大
分
県

小
底

豊
後
灘

0
.4

0
.3

0
.3

0
.3

0
.1
全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流

瀬
大
分
県

そ
の
他

豊
後
灘

0
.1

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0
な
し

瀬
大
分
県

一
本
釣
り

豊
後
水
道

4
.7

5
.0

5
.2

4
.0

5
.5
全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流

県
内
で
取
り
組
ま
れ
て
い
る
。

現
在
の
取
組
の
中
で
問
題
は
出
て
い

な
い
。

取
組
を
実
施
す
る
際
に
問
題
は

起
き
て
い
な
い
た
め
改
善
は
考

え
て
い
な
い
。

現
行
の
取
組
の
周
知
徹
底
を
図

る
。

瀬
大
分
県

は
え
縄

豊
後
水
道

0
.5

0
.6

0
.3

0
.4

0
.4

全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流
、
ト
ラ
フ
グ
を
主
目
的

と
す
る
漁
業
を
禁
止
す
る
期
間
の
設
定
（4
月
1

日
～
8
月
1
9
日
）
、
禁
漁
区
域
設
定

瀬
大
分
県

小
底

豊
後
水
道

0
.1

0
.1

0
.1

0
.0

0
.0
全
長
2
0
cm
以
下
再
放
流

瀬
大
分
県

そ
の
他

豊
後
水
道

0
.2

0
.1

2
.4

0
.2

0
.3
な
し

瀬
宮
崎
県

は
え
縄

日
向
灘

1
.1

0
.7

0
.6

0
.8

1
.0
5
月
～
8月

の
休
漁
、
4
月
に
漁
獲
さ
れ
た
ト
ラ
フ

グ
の
全
数
放
流
、
全
長
15
c
m
以
下
の
再
放
流

5
月
～
8月

の
休
漁
、
4
月
に
漁
獲
さ
れ
た
ト
ラ

フ
グ
の
全
数
放
流
、
全
長
15
c
m
以
下
の
再
放

流
に
つ
い
て
実
施
中

特
に
な
し

特
に
な
し

現
在
の
取
組
を
継
続

瀬
宮
崎
県

そ
の
他
(定
置
、

小
底
他
)

日
向
灘

0
.3

0
.3

0
.3

0
.3

0
.4

1
.4

1
.0

0
.9

1
.1

1
.4

8
.9

1
2
.0

1
1
.2

6
.3

8
.6

取取
組組
にに
つつ
いい
てて
のの
記記
載載

（（
令令
和和
２２
年年
度度
））

海海
域域

府府
県県

漁漁
業業
種種
類類

主主
漁漁
場場

漁漁
期期

漁漁
獲獲
量量
（（
漁漁
業業
種種
類類
・・
地地
区区
別別
、、
府府
県県
別別
））

単単
位位
；；
トト
ンン

漁
期

主
漁
期
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＜＜
事事

業業
のの

趣趣
旨旨

＞＞

•
従従

来来
とと
同同

レレ
ベベ

ルル
のの

放放
流流

尾尾
数数

でで
ああ
っっ

てて
もも

、、
小小

型型
魚魚

のの
保保

護護
をを

目目
的的

にに
現現

行行
よよ

りり
もも

厳厳
しし

いい
管管

理理
措措

置置
をを

導導
入入

でで
きき

れれ
ばば

、、
資資
源源

回回
復復

へへ
のの

効効
果果

がが
高高

まま
るる

ここ
とと

がが
考考

ええ
らら
れれ

るる
。。

•
一一

方方
でで

小小
型型

魚魚
のの

保保
護護

はは
将将

来来
的的

にに
大大

型型
魚魚

のの
増増

加加
にに

つつ
なな

がが
りり

、、
大大

型型
魚魚

をを
漁漁
獲獲

すす
るる

漁漁
業業

者者
がが

そそ
のの

利利
益益

をを
受受

けけ
るる

とと
考考
ええ

らら
れれ

るる
。。

•
大大

型型
魚魚
をを

漁漁
獲獲

すす
るる

漁漁
業業

者者
がが

行行
うう
「「

とと
もも

補補
償償

」」
をを

補補
助助

しし
、、

小小
型型

魚魚
をを

漁漁
獲獲
すす

るる
漁漁

業業
者者

にに
対対

しし
放放

流流
しし

たた
小小

型型
魚魚

のの
尾尾

数数
にに

応応
じじ

てて
、、
一一

定定
のの

割割
合合

でで
支支

援援
すす

るる
もも
のの

。。
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２ 検討会議は、必要があると認めるときは、１以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。
３ 検討会議の事務局は、水産庁資源管理部管理調整課資源管理推進室において行う。

第４ 検討会議の運営
１ 検討会議は、事務局が第２の機関等と協議し、年１回以上開催する。
２ 検討会議の議事進行及び取りまとめは、事務局が行う。

第６ 広域漁業調整委員会との連携
検討会議は、具体的な資源管理の取組の検討状況について、日本海・九州西広域漁業調整委員会及び瀬
戸内海広域漁業調整委員会に報告し、有機的に連携する。

第５ 作業部会
１ 検討会議には、日本海中西部海域、九州・山口西方海域、瀬戸内海海域及び有明海海域ごとに海域別
の作業部会を置く。
２ 海域別の作業部会は、当該海域を地先海面とする府県に関係する第3の１の者により構成する。ただし、
３の課題を検討するために必要な場合、当該海域と異なる海域を地先海面とする府県を含む構成とするこ
とができる。
３ 海域別の作業部会は、次に掲げる課題の具体的検討を行い、その状況について、事務局を通じ、検討会
議に報告する。
① 未成魚漁獲抑制（再放流を含む）、② 成魚保護、③ 産卵場・成育場保全
④ 種苗放流
４ 海域別の作業部会には、３の課題ごとの幹事府県を置き、必要に応じて副幹事府県を置くことができる。
５ それぞれの幹事府県は、海域間の情報共有に努めるとともに、複数海域の合同による作業部会（以下「合
同作業部会」という。）が必要と認めるときは、事務局と協議調整し、合同作業部会を開催することができる。
６ 海域別の作業部会に関する連絡調整は、日本海中西部海域については水産庁境港漁業調整事務所が、
九州・山口西方海域及び有明海海域については水産庁九州漁業調整事務所が、瀬戸内海海域については
水産庁瀬戸内海漁業調整事務所が、それぞれ行う。

第７ その他
１ 検討会議は原則として公開とする。
２ 本設置要領に規定のない事項については、事務局は第３の１の構成員と協議し、その取扱いを決定する。

32

第１ 趣旨
トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群（以下「トラフグ資源」という。）は、府県の区域を越えて回遊し、20府
県にわたり、はえ縄、小型底びき網、定置網及び釣りなど様々な漁業種類により漁獲され、高額で市場取引され
る漁業上の重要資源である。しかしながら、近年の資源水準は低位、資源動向は減少と評価されており、現状
のままの漁獲と人工種苗の放流が継続された場合、資源量は減少し続けると推定されているが、放流種苗を効
果的に資源に添加することに加えて、更なる漁獲圧の削減を行うことによって急速な資源回復の実現が可能で
あることが指摘されている。このような現状を踏まえ、資源管理のあり方検討会取りまとめ（平成26年７月）にお
いて、関係漁業者、関係行政機関及び試験研究機関等が参画する横断的な検討の場を設け、資源管理措置に
ついて検討し、関係者が統一的な方針の下で資源管理に取り組むべきこと等が提言されたことを受け、具体的
な資源管理の取組を検討するためトラフグ資源管理検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。

第２ 検討会議の目的
検討会議は、トラフグ資源の回復を図るため、トラフグ資源の漁獲、種苗生産、試験研究及び市場･流通等に
関係する者が参集し、情報共有、意見交換等を行うことにより具体的な資源管理措置を検討し、実態を踏まえ
た効果的かつ広域的な資源管理の取組を促進することを目的とする。

第３ 検討会議の構成等
１ 検討会議は、以下に掲げる機関等に所属する者をもって構成する。
① トラフグ資源の漁獲実績を有する府県の漁業者団体、行政及び試験研究機関であって、検討会議の趣旨・
目的に賛同するもの
② トラフグを取り扱う市場・流通関係団体であって、検討会議の趣旨・目的に賛同するもの
③ 全国漁業協同組合連合会
④ 公益社団法人全国豊かな海づくり推進協会
⑤ 国立研究開発法人水産研究・教育機構
⑥ ①又は②の機関等が所在する市町村であって、検討会議の趣旨・目的に賛同するもの
⑦ 水産庁
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海域別･課題別作業部会構成表

海 域 府 県 未成魚漁獲抑制(再放流含む）
種苗放流

（広域プラン）
成魚保護 産卵場・成育場保全

日本海中西部

石川県 ○ ○

福井県 課題幹事県 課題幹事県

京都府 ○ ○

鳥取県 ○ ○

島根県 ○ ○ ○

山口県 ○ ○ ○ ○

九州･山口西方海域

福岡県 課題幹事県 ○ 課題幹事県 課題幹事県

佐賀県 ○ ○ ○ ○

長崎県 ○ 課題幹事県 ○ ○

熊本県 ○ ○ ○ ○

鹿児島県 ○ ○

宮崎県 ○

瀬戸内海

大分県 ○ ○

福岡県 ○ ○ ○ ○

愛媛県 ○ ○ ○ ○

山口県 課題幹事県 課題幹事県 課題幹事県 課題幹事県

広島県 ○ ○ ○ ○

岡山県 ○ ○ ○ ○

兵庫県 ○ ○ ○ ○

香川県 ○ ○ ○ ○

徳島県 ○ ○

和歌山県 ○ ○

大阪府 ○ ○ ○ ○

有明海

福岡県 ○ ○ ○ ○

佐賀県 ○ ○ ○ ○

長崎県 課題幹事県 課題幹事県 課題幹事県 課題幹事県

熊本県 ○ ○ ○ ○
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○トラフグ関係21府県：
石川、福井、京都、鳥取、島根、山
口、福岡、佐賀、長崎、熊本、鹿児
島、宮崎、大分、愛媛、広島、岡山、
兵庫、香川、徳島、和歌山、大阪

○構成：栽培漁業推進法人、漁業関係団体、
関係都道府県、海づくり協会

○目的：資源造成型栽培漁業の推進、県域を
越えた種苗生産・放流体制の構築等
○事務局：全国豊かな海づくり推進協会

海海域域栽栽培培漁漁業業推推進進協協議議会会

○統一方針を自府県資源管理方針に反映、
漁業者に対する計画作成を指導等

府府県県・・資資源源管管理理協協議議会会

○資源管理計画（漁獲圧削減、小型魚抑
制、再放流等）の作成と実行

漁漁業業者者（（団団体体））

○栽培基本計画に種苗放流の数量や大
きさ等を設定

○集中的な種苗放流や未成魚再放流を
実施
○種苗放流の有効化の向上

府府県県

トトララフフググ資資源源のの増増 加加とと安安定定

○対象漁業：

はえ縄、小型底びき網、小型定置
網、敷網、刺し網、釣り等

○構成：漁業者､関係団体、関係府県、研究機関、市場･流
通関係者

○目的：未成魚漁獲抑制（再放流）、産卵親魚保護、産卵
場・成育場保全、種苗放流の実施等の検討（海域別・課題
毎に作業部会を設置）
○事務局：水産庁管理調整課

トトララフフググ資資源源管管理理検検討討会会議議

トトララフフググ全全国国協協議議会会

○構成：研究機関、関係府県

○目的：生態調査、種苗放流技術開発、実証
調査、資源管理方策の検討･提案等
○事務局：瀬戸内海区水産研究所

研究

資源管理

連携

参加

トトララフフググ日日本本海海･･東東シシナナ海海･･瀬瀬戸戸内内海海系系群群のの資資源源管管理理のの進進めめ方方

栽培

広域漁業調整委員会
（瀬戸内海、日本海･九州西）
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